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平成 17 年６月 10 日 

 

各  位 

 

会 社 名 株 式 会 社 フ ジ テ レ ビ ジ ョ ン

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  村 上  光 一

（ コ ー ド 番 号  ４ ６ ７ ６  東 証 第 一 部 ）

問 合 せ 先
経 営 企 画 局 

執行役員 局長 
飯 島 一 暢

Ｔ Ｅ Ｌ ． ０ ３ － ５ ５ ０ ０ － ８ ８ ８ ８ （ 大 代 表 ）

 

会 社 名 株 式 会 社 ニ ッ ポ ン 放 送

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  亀 渕  昭 信

（ コ ー ド 番 号  ４ ６ ６ ０  東 証 第 二 部 ）

問 合 せ 先 総 務 部 長 眞 田 修 徳

Ｔ Ｅ Ｌ ． ０ ３ － ３ ２ ８ ７ － １ １ １ １ （ 大 代 表 ）

 

産業活力再生特別措置法認定に関するお知らせ 

 

株式会社フジテレビジョン（本社：東京都港区、代表：村上 光一、以下「フジテレビ」）および株式会社

ニッポン放送（本社：東京都千代田区、代表：亀渕 昭信、以下「ニッポン放送」）は、平成 17 年５月 23 日、

産業活力再生特別措置法（産活法）に基づき事業再構築計画の認定申請をいたしましたが、本日、所管

の総務省より認定をいただきましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ 産活法認定取得について 

フジテレビおよびニッポン放送は、平成 17 年５月 23 日に、産活法第３条１項の規定に基づき、両社を

認定事業者とする事業再構築計画を提出いたしました。当該計画の概要は、フジテレビを完全親会社、

ニッポン放送を完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」）を行い、テレビ放送事業およびラジオ

放送事業のコンテンツ制作能力の強化、新たな事業機会の確保、人的生産性向上等に努めることにより、

両社の競争力の維持向上を図るものであります。 

今回の計画認定をいただいたことにより、フジテレビおよびニッポン放送は、必要な機関決定等の手続

を経た後、簡易株式交換に関する商法の特例および合併等に際してする特定金銭等の交付に関する商

法の特例を受けることが可能となり、本株式交換について、簡易・迅速な手続きおよび金銭交付により実

施されることとなります。 

 

Ⅱ 今後の見通し 

ニッポン放送は、平成 17 年５月 26 日より、証券取引法に定める「発行者による上場株券等の公開買付
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け」（以下「本公開買付け」）を実施しております。本公開買付けの公開買付期間は平成 17 年６月 15 日迄

の予定であり、その結果につきましては公開買付期間末日の翌日に公表いたします。 

一方、フジテレビは、平成 17 年５月 23 日に、株式会社ＬＦホールディングス（フジテレビの完全子会社

であり、ニッポン放送の発行済株式総数の 32.4％を保有）と合併契約を締結し、現在、合併（以下「本合

併」）の手続きを進めております。本合併は、平成 17 年７月 12 日の合併期日を予定しております。 

フジテレビおよびニッポン放送は、本公開買付けおよび本合併の完了後、速やかに株式交換契約を

締結する予定ですが、詳細につきましては、決定され次第、速やかに公表します。 

 

今後の予定 

（注１） 下記は、本日までにフジテレビおよびニッポン放送が公表した予定でありますが、今後の状況等により変更される

可能性がありますので、ご留意ください。 

（注２） ニッポン放送による自己株公開買付けの具体的内容、応募方法等につきましては、公開買付代理人（大和証券

エスエムビーシー株式会社および大和証券株式会社）に備え置きの「公開買付説明書」をご覧ください。 

日程  内容 主たる当事者 

平成 17 年 6 月 15 日 本公開買付けの最終受付日 ニッポン放送 

平成 17 年 6 月 16 日 本公開買付けの結果公表 ニッポン放送 

平成 17 年 6 月 23 日より 本公開買付けの決済開始 ニッポン放送 

平成 17 年７月 12 日 本合併の合併期日 フジテレビ 

 

合併期日後速やかに 株式交換契約の締結 フジテレビ、ニッポン放送 

平成 17 年９月１日 株式交換期日 フジテレビ、ニッポン放送 

 

 

以  上 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

本プレスリリースに関するお問い合わせ先 

株式会社フジテレビジョン 経営企画局 ０３－５５００－８８８８（大代表） 

株式会社ニッポン放送 総 務 部 ０３－３２８７－１１１１（大代表） 


